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乳幼児健康診査事後管理の連けいに関する研究

その 3 市町村乳幼児健診事後管理に関するアンケート詞査

伊藤玲子＊石塚

秋田県福祉保健部公衆衛生課

I はじめに

厚生省パイロット研究事業として，乳幼児健診事後管

狸の辿けいに関する研究が昨年より 3か仔計画で行われ

ているが， 2年目として，昨年の保健所と市町村の連け

い涸杏に対応して，市町村側からの，乳幼児健診事後管

理の状況を，アンケート方式で凋否した．

rr 調査方法

13保健所を介して， 69巾町村に理解を求め，昨年の保

健所凋査と同様に郵送により解答を得た．

アンケート）ll紙の17--J容は，保健所調杏の事項と1同様の

もののはか，市町村保健婦か，現在かかわりを持ってい

る児の状況，心身仰害児等に対する援助施策，及び祝学

児健欣診断等とのかかわり，市町村母子保健半業概要等

を加えた． （アンケート用紙内容，省略）

澗査期間は， 56年10月～12月で，解答は巾町村衛生担

当者，特に保健婦を中心紅閲係者による十分な訪合いに

よる記載を依頼した．

Ill 調査結果

市町村の事後菅］用に対する辿けいの主体は，本転の現

状として，保健所かセンター的役割を持つことになるか，

保健所と市町村の役割分担か明確でないことや，両者そ

れぞれの事梢の相違（方針，担当職種，スタッフ数，

その他）などで，的確に把握する項l=I設定は囚難である

か，『I-・作の保健所側からの謁西結果も考I也し，淵査の中

から主なものについてのべる．

なお，解答者は，保健婦中心か65市町村 (94.2名）（以

下市町村略） （このうち，保健婦のみて49,事務職と共

同16),中務職のみでか4 (5.8名）である．

A.市町村のスタッフについて

1. 母子保健業務の所属課，係

巾町村の母子保健担当は，渫制の中に，市町村の部合
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により，公衆衛生，保健指導，予防衛生等各種の名称の

係制が設けられ，その中に団子保健も受持つ形となって

いる．係員も 1名（大潟村，太田町） ～19名（秋田甘釘

と差かある．

全体として，その係の中で，母子保健のみの担当者と

して業務は決められておらす，他職柿（成人，精神等の

予防衛生のほか，老人福祉，国民健康保険業務， I胄揺

等）と兼務てあり，多いところては， 20種以上にも及ん

ている．秋田市では，乳幼児健診業務のみの担当保健姉

が2名定められてしヽる．

2. 保健婦，助産婦等母子保健要員

全市町村応保健婦か採用されたが，国の地域保健対第

椎進費交付』し加こ晶たないところか］9(27596)で，不

足保健婦として23名てある．常勤保健婦 l名のところか

5 (7 2亮），最も多いのが秋田市の16名（入U約28万

人）て， 2~3名か44(63 8冗）てある．

保健婦菓務における母f屎健業務の割合は， 10鵞以下

か8 (11.6影） ， 11~2(]もか38(55.1冗） ， 21~30クるか

17 (24 6兌）， 31寄以上か6 (8. 7 9;る）て，最低 5.69;5 

～最高45_5，喝である．

保健婦ぱ，母子保健を直接担叫しない場合ても，技術

者として，屯務峨旦と相旦扶助の連1}いてりわれている

か，その立場は極めてあいまいてある． l町（神岡圃［）

のみ，保健婦か昨年より保健課長のホストか与えられ，

事業の決定か割合スムースに行われている．

嘱正助杵屈未設初の市町村か34(49 3冗）て，i属託外

助店如）も不在か 8 (I 1、6元）てあろ．

閏子保健抒進員か58(84.1冤）に 1,675名任命されて

おり，愛育所活動の行われてし＇るところか 11(15.9°0) 

て，｝j}員数 830名てある．

3. 健診担当医師について

乳九，虹）児等年令応より多少巽ts.るか，健診協力1矢帥

としてまとめてみると，小児科医り）みてすへての乳幼児

健診か実施されているところかl5(21 7免），小児{|十

他日か25(:36.2緊），小児村医り）入らなし＼ところか29( 

42 09）てある． l名U)医帥か，年1:[]の乳幼児健診を桓

当か12(174釘）て，その専門は，小児科 7,I}、j科・小
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児科2.内科2.外科 lである。協力医師を．医師会全

員を対象の形で依頼しているところが4市である．

8.事後管理に関連する市町村体制から

1. 台帳，健康相談票の管理

乳幼児健康管理台帳「あり」が55(79.7彩）．「ない」

が14(20.3%)で，ありの町村では，全体としてうまく

活用されている．

本県では，昭和36年以来，母児一環の「妊産婦・新生

児・乳幼児健康相談票」 （昭和46年改訂） 3が全市町村

で活用されているが，今回の調査で，乳児で2,3歳児

で17の市町村が保健所保管のほかは．市町村で管理され

ていることが明らかとなった。

なお，健診でチエックされた児の専門分野の紹介に当

り，依頼用紙を作成しているところが9(13.0 %)で，

そのうち．返信の配慮がなされているが3である．他は，

保護者に口頭でが36(52.2彩），口頭のほか電話，健診

医が必要に応じ配慮，保健婦が関係機関に出むく等まち

まちである．

2. 健診終了後の健康管理区分の方法

乳児， 1歳6か月児， 3歳児によりニュアンスが異な

るが．健診終了後に，医師と共に話し合いの行われると

ころは11(15.9 %)で，医師が参加せず．保健婦中心の

話し合いできめるが44(63.8彩）で，このうち，市町村

保健婦のみでが，乳児で17, 1歳6か月児で13,3歳児

で5の市町村となっている．特に話し合いを持たないが

2である．

3. 事後管理の特色事業について

特色事業 rぁり」が15(2L8彩）で，主な事項は，こ
とばの教室と連けい 4. 市町村独自の育児•発達等の健

康相談開設3.こども歯科予防教室開設1'専門家の来

村時の依頼 1.幼稚園．保育所との連けい 1等で．保健

婦中心の連けい範囲である．

4. 要管理者の追跡方法

「計画を持っている」 29(42.0彩）で，その主な事項

は，家庭訪問24(82.8%)，電話又ははがき利用12(41. 

4彩），健康相談．次回健診．巡回相談．予防接種時等の

活用，医師の指示で，その他（ダブルチエック）である．

「計画なし」と答えている40の市町村の中でも，児の状

況に応じ，訪問や，電話等で対応しているところが8( 

20.0彩）である．

5. 継続管理者に対する保健所との連1:tい

健診後のチエック児について，その後の保健指導．追

跡に関し，保健所との連けい状況をみると． 3歳児で8

町村（ 3.9%)を保健所が受持つほかは．乳児， 1歳6

か月児． 3歳児あわせて56.5％が市町村で行う立前とな

っており．保健所との分担が38.6％である．なお．症例
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により，福祉事務所，巡回相談と連けいしているところ

もみられる．

6. 訪問指導の保健所，助産婦との連けい

出生から3歳までの訪問指導分担は，各市町村でかな

りまちまちである．児側よりみると，未熟児・低体重児

（保健所50.7彩），新生児（助産婦42.0彩），乳児（市

町村78.3%), 1歳6か月児（市町村81.2%),3歳児

（保健所15.9%,市町村と分担23.2彩）と児の年令や状

況により訪問者の動きがみられ，このほか，母子保健推

進員，福祉事務所等との分担や依頼もあり，児に対する

スムーズな連けいの困難なことが想定される．

7. 就学児健康診断との連けいについて

教育担当者より「連絡あり」が24(34.8%)で，この

うち，事業開始にあたり話し合いの場に参加8'健診資

料活用22（提示が求められたことあり含む）である．

「連絡がない」 45(65.2%)の市町村でも保健婦が積

極的に資料を提供しているが16(35.6%) （提供したこ

とあり含む）である。

なお，秋田市以外は，今後積極的に連けいを計りたい

としている．

C.市町村で現在継続管理されている乳幼児について

56年11月～12月の調査時点で，継続管理児として把握さ

れている児は， 64市町村において 575名である．その内

容を． 「母子保健におけるオペレーションズリサーチの

適用に関する研究り」の分類に従い．その疾患名をまと

めてみると，心臓その他の奇型，染色体異常等，いわゆ

る先天異常の範ちゅうと思われるものが36.5劣，精神・

行動発達に関連するもの45.9％，発育，その他の疾病17.5

彩である． （表1.)

この児達の把握動機は， 77.4彩が健診よりで，他に出

生届出時，訪問，医療機関より，児童相談所，予防接種

時，家庭教育相談事業，保健婦間の連絡．母子保健推進

員からの情報，母親からの相談等で，少いながら貴重な

情報源となっている．

575名の関係している（したことのある）機関をみる

と，明らかなもの 455名で，児の年令により変化がみら

れ，乳児． 1~ 2歳は公的医療機関が54.5%（乳児） ～ 

41.7% (2歳）， 3歳以上は，福祉，教育関係に連けい

していく（約30~40彩）傾向がみられる． （ダプルチェ

ック）

殊に 4歳過ぎると，児童相談所（秋田市1か所），福祉

事務所(16か所），ことばの教室（15校）．幼稚園，保

育所等とは極めて深い連けいがあり，乳幼児からのシス

テム確立の必要を痛感する．

市町村保健婦の，これらの児の追跡方法をみると，訪

問が44.096,健診と保健相談の機会利用 (28.5彩）が主



表1. 継続管理中の疾病の稲穎

64市町村 575名 昭56 アンケート

疾］口~) 乳 児 1 2 3 4 5 6~ 8 計

3 5 4 4 I 2 1 20 奇 型 (3.4) (5.9) (4.8) (3 3) (1.3) (3.4) (1.7) (3.5) 

I 1 2 4 先天代湖異・クレチン
(1.1) (0 8) (2 5) (0 7) 

6 13 5 11 4 2 2 43 先天性心疾・内臓 (6.8) (15.3) (6.0) (8.9) (5.1) (3.4) (3.4) (7.5) 

1 5 2 1 2 3 2 16 小願 ． 水頭等 (l.1) (5.9) (2 4) (0 8) (2 5) (5 2) (3 4) (2 8) 

6 7 3 1 2 

゜
1 20 股脱・内反・斜頸等 (6.8) (8.2) (3.6) (0.8) (2.5) （ ） (1.7) (3.5) 

3 10 8 5 2 3 3 34 染色体・逍伝性 (3.4) (11.8) (9.5) (4.1) (2.5) (5.2) (5.2) (5.9) 

I I 1 3 ヘ Jレ 二 ア
(l.1) (1 2) (1 7) (0  5) 

4 3 10 2 10 l 30 てんかん・けいれん (4.5) (3.5) (8.1) (2.5) (17 2) (1. 7) (5  2) 

2 1 2 I 2 8 聴 力 障 害 (2.3) (1 2) (1 6) C 13) (3 4) (l 4) 

I I 3 I I 7 視力障害・斜視
(1.1) (1.2) (3.6) (1.3) (1. 7) (1.2) 

・ • 

5 25 4 5 3 4 3 I 脳 性 ま ひ (4.5) (5.9) (3.6) (3.3) (3 8) (I 7) (8  6) (4 3) 

2 I 1 4 重 (1 6) (13) (l 7) (0 7) 
精神発辻述滞 9 -~ 

7 5 8 11 11 6 11 59 中～軽 (8.0) (5.9) (9.5) (8.9) (13.9) (10.3) (19.0) (I 0.3) 

,l 14 39 32 13 19 121 こ と ば (4 7) (16 7) (31 7) (40 5) (22 4) (32 8) (21 0) 

5 6 6 3 20 自 閉 的 (4.1) (7.6) (10,3) (5.2) (3.5) 

20 ， 14 7 4 3 3 60 行 勅 発 達 (22.7) (10 6) (16 7) (5 7) (5  1) (5  2) (5 2) (l O 4) 

＝ 自 17 3 7 2 1 30 発 (I 9 3) (3 5) (8  3) (1 6) (1 3) (5  2) 

3 4 8 4 I 20 環境によるもの (3.5) (4.8) (6.5) (6、9) (1. 7) (3.5) 

11 11 8 ， 4 2 4 49 その他の疾病 (12 5) (12 9) (9 5) (7 3) (5  1) (3 4) (6 9) (8  5) 

1 I 2 事 故
(1.1) (0.8) (0.3) 

it 88 85 84 123 7() 58 58 賃5

※「母子保健におけるオペレーションズリサーチの適用に関する研究」の分類による．
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で，直接関係機関との連けいは少い．

D.心身障害児等に対する援助施策との連けい

行政的に行われている心身障害児等の援助施策のうち，

育成医療及び小児慢t生特定疾患治療研究について， 55年

および56年4月～12月 (2か年）に給付対象となった児

の市町村把握状況を識査した．

上記期間に保健所に申請し計可された児は育成医療か

45 (55年） ～37 (56年）市町村で 307件，小児慢性特定

疾患が55~62の市町村で， 597件である．これに吋し，

市町村側で把握している児は，前者て21~22市町村， 98

件 (31.9形），後者で14~15市町村， 58件（9・7%)と

なっている．

区療機閲の数と所在地を，保健所側の件数よりみると．

育成医療が33機関，小児慢性特定疾患の場合が41(55年）

~38 (56年）機関で．このうち，県外恨前者で約70%,

後者で約35%であり，東北4県のほか，北海道，新潟，

東京，神奈川，奈良の各屎に及んでいる．

以上，市町村の事後管狸に関述する事項につしてのベ

たが，いずれの市町村も保健婦業務のあり方にかかって

おり，行政的な母子保健巾後管引恥、ンステムの一且記として

の体制とはなっていない．

なお，アンケートに対する付帯希望意見として，極め

て多くのことかのへられているか，要するに，健珍なら

びに事後管理のンステム化への国望であると受け止めら

れた．次にその中から，事後管理にかかわる 2, 3につ

いて列記する．

① 専門機関との連けい体制を望む．

② 障害児の在宅訓練に参加できるよう，保健聞研傾

計画を望詮．

⑧ 軽度障害児ケアのシステム化．

④ 福祉・教育関係の研修への参加を希叩．

⑤ 学校保健への辿係体闘を希望．

w 考察

乳幼児健診事後管理の連けいを目的に，昨年の13保健

所のアンケート方式による現状把握にり1き続き， 69市IUJ

村の状況を同様の方式で調査した．

その結果， 69市町村の全体的傾向として，昨年の保健

所淵査と同様に，事後管IIIMi．市町村の立場をふまえた

システム化としてはとりあげられておらず，保健婦の努

力にまかされに姿である．

本県の場合，乳幼児健衿（ま．一部の由町村を除き．仝

体として．保健所との協同であるが，チエック児の継続

管狸も同様に， 3歳児で． 8（3 9齋う）町村を保健所か

受持つほかは，乳児， 1歳6か月児，3歳児あわせて565

％が市町村で行う立前となっており，保健所との分担38.6

％である．

一方．児の側よりその担当をみると，乳児． 1歳6か

月児は主に市町村， 3歳児は保健所担当の傾向て，昨年

の保健P爪罪査と同様である．

56年11月～12月時点で，市町村で把握の継続管理児は

（保健帥把握分）， 64市町村て 575名で，先天只常をば

じめ，腔tlt麻痺．差神行動発達，こと 1かの発達等iこ開題

を持つ児で大半が占められる．

保健揺のこれらの児の把握動橙は774％が健診よりて，

20.3％か関係橙関．予防接種時，出生届．訪問，その他

の保健婦活動を通して得られ，少いながらも大切な情報

源となっている．

実際に関連している機関をみると，年令により差異が

あるが，医療機関に関連か約35%,福祉機関約45彩，ほ

かに，ことばの教室約10％である．このうち．特：こ保健

婦と密接しているのは，福祉事務所（県内16か所）の家

庭相談員による家庭哨導て，県白精池施設，教育施設害

と，保健婦や門親のパイフ゜役として費重な役割を果た l

ている．

また，これらの児の追踪の方法は，訪桐か44.0始，次

回0)健診又は市町村の育児，保健相談の活用が285％で，

ほかに医療，福祉，教育（ことばの教室）等の関係機関

との連！rいを得ている児か11.7孔であるか中ても医般

機関よりが13名 (2.3%)と少い．

こうした調査結果がら，本県の市町村の継続臼’f里児(/)

把握の主体は健診てあり，その後の氾弥は，保健靡訪問

およびその他の保健婦活動にゆだねられているといえる．

従って，市町村の事後ん白哩の問題も，健診体制、特筐

母子保健に対する各市町村の 5.6%~45.5例の間きのあ

る保健婦活動，および，その技術研修等に影響されてい

ることと思われる．

健診のリーダーとなる医師も，本県の小児科医71名（

5.3 %) （昭54，小児科学会秋田地方会調）のうち，和

田巾在住51名（72.0銹）て．殊応県」し部か点である．こ

うしたことより，小児科医が加わらない市町村が29(42.0 

％）としった現状てある．その＿I:,専I11機閲ならびに訓

練，j旨却磯関の少数伽在）り［保健婦活勁に対する期待を

さらに大きくしている．

健珍や保健婦活動にかかわりパく，保護者から1μ請さ

れる．心身障害児等ご対する援助施策との関連について

みると，その市町村の把握状況は，保健所に届出られて

いる児（昭55,56年， 4~12月）（こ対し．育成医叩ぱ 319 

忽小児慢性特定疾患において 97％という状況で，昨

年の保健所側調査から，保護者と保健所担当者欄0)業偽

とされている傾向かそのまヽの姿と I卜よっていふ．

アンケート調歪の解答は， 65市町村（94.2%)で，保
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健婦が主体となって記入されているが．附帯意見として， 77.4％が健診で把握され，関連機関は，乳児～ 2歳

研修計画ならびに．健診事後管理の行政的システム化を の約50％か公的医療機関， 3~4歳過ぎになると福

切望しており，保健婦の健診への熱意が十分に理解され 祉．教育（ことばの教室）に30~40％関連している．

る． 保健婦の追跡は訪問44.0形．健診や保健相談活用28.5

冤恨主で，関係機関との直接の連けいは少い．

V まとめ 4. 市町村で，育成医療，小児慢性特定疾患の児を把

握しているのは， 55,56年の場合，前者で31.9%,

乳幼児健診事後管理の連けいに関し，実態把握として， 後者で9.7である．

昨年の保健所調査に続き， 69市町村に対し，アンケート

法により関連事項を調査し．次のことが浮きぼりにされ 本研究の一部は，昭和56年度厚生省心身障害研究費に

た． ょろものである．

1. 市町村の事後管理は，市町村の立場をふまえたシ

ステムの一環としての体制とはなっておらず，管理

のあり方は．保健婦活動（母子保健業務 56~455 

免）や．健診担当医師（小児科医入らす42.0%)の

影孵が極めて大きい．

2. 事後管理に関連ある，健診後の話し合い（医師と

共にか 4.5%),特色事業（あり21.8望）．追跡方

法（訪問82.8形）等にみられる如く．保健所をはじ

め，他機関との連りい等に対し，特に計圃的に実他

されているところは極めて少バく，かづ庄令や制度

の中で縦割的であり，保健婦中心の範囲にとどまっ

ている．

3. 56作11月～12月の時点て，保健婦把握の継続管囲

児は． 64市町村575名であり（先天異常36.5形，精

神行動発達45.9彩，発育その他17.5形），この児の
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